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東日本大震災被災地域のインフラ復旧支援と 

メンテナンス技術拠点の形成に向けた研究開発事業に着手 
 
 
 
 

国立大学法人東北大学（仙台市青葉区）、東日本高速道路株式会社東北支社（仙台市青葉区）、

株式会社ネクスコ・エンジニアリング東北（仙台市青葉区）及び株式会社復建技術コンサルタント（仙

台市青葉区）らは、研究体（コンソーシアム）を形成し、ＩＴ融合による被災地のインフラ復旧支援と、社

会インフラのメンテナンス技術拠点整備の事業に共同で取り組みます。 

同研究体の企画提案が、３月１日、経済産業省事業「平成２３年度補正予算ＩＴ融合による新産業

創出のための研究開発事業（産学官ＩＴ融合コンソーシアム拠点の整備）」に採択され、今年度中に事

業に着手します。 

 

 

 

 

【実施体制（コンソーシアム）】 

 

研究機関 国立大学法人東北大学（仙台市青葉区） 

国立大学法人東京大学（東京都文京区） 

インフラ関連 東日本高速道路株式会社東北支社（仙台市青葉区） 

株式会社ネクスコ・エンジニアリング東北（仙台市青葉区） 

株式会社復建技術コンサルタント（仙台市青葉区） 

IT 関連 ムラタオフィス株式会社（札幌市中央区） 

株式会社ユーシーテクノロジ（東京都品川区） 
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【リリースに関するお問い合わせ先】 

東北大学大学院 工学研究科 情報広報室 [担当：馬場] 

〒980-8579 宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉 6-6 

Tel: 022-795-5898(直通) 

 

東日本高速道路株式会社 東北支社 総合企画部 広報課 [担当：根本] 

〒980-0021 宮城県仙台市青葉区中央 3-2-1 

Tel: 022-217-1706（報道関係者専用）（受付時間／平日９：００～１７：２５） 

 

株式会社ネクスコ・エンジニアリング東北 企画部 企画課 [担当：樋本] 

〒980-0013 宮城県仙台市青葉区花京院 2-1-65 

Tel: 022-713-7318(直通) 

 

株式会社 復建技術コンサルタント 企画部 ［担当：佐藤］ 

〒980-0012 宮城県仙台市青葉区錦町１丁目７番２５号 

Tel:  022-217-2034(直通) 
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【事業の概要】 

インフラの専門家とＩＴの専門家が、構造物の損傷評価、劣化予測、補修計画等のインフラメンテナ

ンスのノウハウと、情報の自動収集・共有、画像等の大容量情報の解析等のＩＴのノウハウを融合した新

たな事業モデルを構築することにより、東日本大震災被災地域のインフラ復旧支援、メンテナンス技

術拠点の形成・展開を図るとともに、同事業の成果を核とした事業展開を目指します。 

 

◯ 被災地のインフラ復旧支援 

復旧支援と構造物の点検業務に着目し、ＧＰＳなどを活用し、点検情報に効率的に位置情報を記

録する端末、画像処理技術等を活用し損傷判定の効率化や判定結果の編集・記録を容易にするシ

ステム、構造物の状態を蓄積するデータベースの整備を通じて、インフラの早期復旧を支援します。 

◯ メンテナンス技術拠点の形成・展開 

被災地で起きている現象とその対策など、貴重な事例と経験を蓄積し、技術者育成用の教材として

アーカイブするとともに、国立大学法人東北大学が中心となって東北地方の関連機関と協力し、ノウハ

ウやデータを共有する仕組みを整備、各方面の知見を集積、高度化し、活用できるシステムを構築す

ることにより、メンテナンス技術拠点を形成します。 

◯ 本事業を核とする事業展開 

以上の成果は、東北地方のインフラ復旧・復興支援に大きく寄与するだけでなく、蓄積されたノウハ

ウは、日常的なインフラの維持管理や今後発生する災害にも対応可能であり、わが国において将来急

速に市場の拡大が予想されるインフラのメンテナンス分野における新事業として有望です。こうした市

場を視野に、同研究体では、本事業の研究開発成果を核として、事業展開を図る予定です。 

 

【運用のイメージ】 

本事業では開発するシステムを被災地で実際に運用・実証します。運用のイメージを以下に示しま

す。 

  

参考資料 
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【事業の背景】 

（１） 東日本大震災地域のインフラ復旧に向けた効率的対応の必要性 

被災地域のインフラは、地震や津波の外力により施設が急激に劣化・損傷した状況であり、被害状

況の正確な把握と的確な対応策が不可欠となっています。例えば、震災直後は軽微な損傷であった

ものが、震災後半年が経過し、津波による海水浸水に起因した橋梁鉄筋の腐食の進行、地盤沈下に

伴う浸水域の拡大、台風豪雨による道路盛土材の流出等、時間と共に被害が拡大する事例も発生し

ています。インフラの安全確保には損傷の早期発見・対応が重要ですが、対象が広範囲に及び判断

に技術力を要するため、多くの地域で対策が進まず課題が山積しています。特に小規模な自治体では、

財政的にも安全性の確保とコストの削減を両立できる効率的な対応が切望されています。 

本事業は、現場の点検業務の効率化と正確性の向上を図るものであり、効率化を通じてコストの削

減も実現できますので、開発成果が自治体等に導入されることにより、以上の課題解決に貢献できる

と考えられます。 

 

（２） 急速に進むインフラの老朽化 

わが国のインフラの老朽化は急速に進みつつあります。例えば、老朽橋(５０年以上)は現在１２％の

ところ、２０年後は４８％に増加(４倍)し、その維持管理費用は現在、年間で約５．４兆円を要していると

ころ、２０年後は約７．８兆円に増大(１．４倍)します（国交省推計）。一方、技術者は急速に減少する

見通しで、現在２６０万人のところ、２０年後は２１０万人と減少(０．８倍)します（文科省推計）。このよう

に、インフラの維持管理に関する技術力の維持、安全性の確保とコストの削減は、わが国の喫緊の課

題となっています。また、こうした課題は、近年急速にインフラを整備している途上国でも今後、顕在化

することが予想されます。 

 

 

【用語解説】 

◯ アセットマネジメント 広義には、投資用資産の管理を実際の所有者に代行して行う業務のことであ

るが、ここでは橋梁等の社会資本の維持補修のための投資を効率的かつ適切に配分すること。 

◯ インフラの長寿命化 インフラの老朽化は止められないが、壊れてから補修するのではなく、塗装や

ひびを早期に補修することにより寿命を伸ばすことができる。劣化の状況を把握し、財源の優先順位

をつけて効果的に補修を行うアセットマネジメントを実行することでインフラの長寿命化が可能にな

る。 

◯ アーカイブ 有形・無形の価値ある資源を、デジタル化して保存したデータコンテンツ。デジタル化

することによって、ネットワーク等を通じた公開や再利用が容易となる。 

 


